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第4章

南アフリカにおける 
コンゴ人女性による庇護申請と生活経験

佐 藤　千 鶴 子

はじめに

アフリカ最大の移民 1 ）受入国である南アフリカには，国境を接する南部

アフリカ諸国のみならず，地理的に離れた中部アフリカや東アフリカ諸国出

身者も多く暮らしている（World Bank 2016, 11, 35; UNDESA 2017）。出身国の

多様化をもたらす一因となったのが，1994年の民主化後に難民 2 ）保護体制

が整備されたことであった（佐藤 2016; 2018）。紛争国に隣接するウガンダや

ケニアなどと比べると難民受入れ数は少ないものの，南アフリカで難民認定

を求める庇護申請者と認定難民を合わせた数は2018年時点で27万人に上る 3 ）。

庇護申請はアフリカと南アジアを中心に多数の諸国出身者から提出されてい

る。しかし，出身国により認定率が大きく異なっており，認定難民の 8 割弱

1 ） 国連や世銀などの国際移民統計（international migration statistics）は，移動理由に関
係なく，国籍国を離れて生活する人を移民（移住者）ととらえるため，難民も含まれ
ている。

2 ） 本章では，国籍国（出身国）での迫害や紛争から逃れるために難民状態にある人を難
民として論を進める。ただし，法的な滞在資格を明確にする必要がある文脈では，庇
護を求める国の法律にもとづき庇護を申請し，難民認定を待っている人を庇護申請
者，庇護国の法律により難民として認定された人を認定難民と表記する。

3 ） 2015年時点では両者を合わせた数は120万人を超えていたが，2016年に31万人に急減
した。この急激な数値の変化をどう理解すべきかについては佐藤（2018）参照。
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がソマリア，コンゴ民主共和国（以下，コンゴ），エチオピアの出身である

（UNHCR Population Statistics）。

本章では，南アフリカで暮らすアフリカ諸国出身者（移民・難民）のなか

で，コンゴ出身女性に焦点を当て，彼女たちが南アフリカで庇護を申請する

理由（背景）と南アフリカでの生計活動の実態について考察する。それによ

り，コンゴ人女性の南アフリカへの移動の動機を解明するとともに，移住後

の生活を取り巻く脆弱性の諸相と女性たち自身の対処のありよう，そして移

住先社会への統合の課題を明らかにする。

国連経済社会局の国際移民統計によれば，2017年に南アフリカに暮らすコ

ンゴ人は推定 5 万340人，そのうち63％が女性であった（UNDESA 2017）。同

年のコンゴ出身認定難民は 2 万6043人であり，南アフリカ在住コンゴ人の半

数以上が認定難民であったことになる。さらに同年には6000件を超える新規

の庇護申請がコンゴ人から提出された（UNHCR Population Statistics）。国連の

推計に庇護申請者数がどれほど反映されているのかは不明であるが 4 ），南ア

フリカに暮らすコンゴ人のなかでは認定難民と庇護申請者が大きな割合を占

めているといえる。

民主化後の南アフリカにおけるアフリカ諸国出身者を扱った先行研究は，

ジンバブウェ移民（Crush and Tevera 2010）やソマリ難民（Steinberg 2014）の

移動の経緯や生計活動を扱ったものが一定数出ている一方で，ほかの諸国出

身者に焦点を当てたものは相対的に少ない。コンゴ人に関しては，2001年に

出版された南アフリカへのフランス語圏アフリカ諸国出身移民・難民を扱っ

た研究書（Morris and Bouillon 2001）に，ザイール 5 ）（現コンゴ）から南アフリ

カへの移動が始まった1980年代末～1990年代前半にかけての初期の状況を分

4 ） たとえば，UNHCRの統計によれば，南アフリカでは1996～2018年の23年間に総計11
万2833件の新規庇護申請がコンゴ人から提出された（UNHCR various years; UNHCR 
Population Statistics）。

5 ） コンゴは，1971～1997年まで国名がザイール共和国であった。本章では，ザイール時
代を指す場合にはザイール，ザイール人，1997年以降についてはコンゴ，コンゴ人と
表記する。
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析した論文（Kadima 2001; Morris 2001a; 2001b; Simone 2001）が収められてい

る。その後，Owen（2011）がケープタウンに住むコンゴ人の生存戦略につ

いて分析している。しかしながら，これらの研究論文・書はいずれもコンゴ

人男性に焦点を当てており，女性についてはほとんど言及されることがな

い。その理由は，おそらく2000年代初頭までの時期においては南アフリカ在

住ザイール／コンゴ人の多くが男性であったからではないかと考えられる

が，2000年代半ば以降，女性の占める割合が急激に増加しており（下記，図

4-1参照）6 ），女性の移住動機と生計活動に焦点を当てる意義は大きい。

本章は，2018年に南アフリカ最大の産業都市ジョハネスバーグの移民集住

地区（ヨービル<Yeoville>地区）で実施したインタビュー調査で得られた知

見に大きく依拠している。初めに調査の概要について簡単に述べておきた

い。同地区は住人の半数以上が外国出身者であるとされ（Katsaura and Abe 

2016, 111），外国人のなかではコンゴ人とジンバブウェ人が多数を占めてい

る。インタビューは，同地区に事務所を構える 2 つの移民・難民の当事者団

体から紹介を受け，コンゴ出身女性35人と同男性10人に対して，団体事務所

の施設を借りて実施した。すべて対面で， 1 人当たり 1 ～ 2 時間程度，基本

的に英語で行ったが，時にフランス語を併用した。インタビューを実施する

にあたって，対象者の滞在資格については要望を出さなかった。結果的にイ

ンタビュー実施者は，庇護申請者が29人と圧倒的多数を占めたほか，認定難

民が 7 人，庇護申請受理証明書の期限切れなどにより有効な滞在資格をもた

ない者（非正規滞在者）が 7 人，ボランティア・ビザと永住権保有者が各 1

人となった（章末付表参照）。

調査協力を受けた団体のうち，ひとつは移民・難民の権利向上のためのア

ドボカシーをおもに行っている。もうひとつは保育所を経営しながら，難民

₆ ） 第 2 節の図 4 - 1に示すように，国連経済社会局による1990～2015年までの 5 年ごとの
国際移民統計から南アフリカ在住コンゴ人の男女比を見ると，2000年には男性が59％
であったのに対し，2005年には女性が58％となった（UNDESA 2017）。
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女性に対する職業訓練（縫製，菓子パン・ビスケット製造，ネイル講座など）

や子どもに対する課外活動支援を行っている。後者の団体は窮乏家庭に対す

る一時的な物資の配給やソーシャル・ワーカーによる支援も提供しており，

筆者がインタビューをした女性の多くが，職業訓練への参加者を含めて，団

体から何らかの支援を受けていた。その意味では，調査対象者は南アフリカ

在住コンゴ人女性のなかでもとくに貧しい層に属するといえるが，ふたつの

団体の事務所周辺を見るかぎり，少なくともヨービル並びにその周辺地区に

住むコンゴ人女性の多くがインタビュー実施者と同様の生活状況にあるよう

に感じられた。加えて，ジョハネスバーグ在住のコンゴ人の知人・友人，移

民・難民の当事者団体及び支援団体の職員，研究者らとの会話や意見交換を

通じて得た情報も，本書の考察に反映されている。

以下，第 1 節では，先行研究の整理により都市難民研究が提起する 3 つの

問いを提示したうえで，本章の問題意識について述べる。第 2 節では，コン

ゴ人女性が南アフリカで庇護を申請する理由について，女性たち自身の語り

をもとに考察する。第 3 節では，南アフリカの難民保護制度の特質を検討し

たあと，同国で庇護を申請したコンゴ人女性が，ジョハネスバーグで生活す

るうえでどのような課題を抱え，それに対してどのような対処を試みている

のかについて考察する。「おわりに」では，第 1 節の問題意識に沿った形で，

コンゴ人女性の移動の動機やコンゴ人の同胞コミュニティが提供する社会資

本の役割，そして南アフリカの大都市社会への統合のために女性たちが実践

する創意工夫の意義について 4 点にわたる本章の結論を述べる。

第 1 節　都市難民研究の射程

アフリカの難民というと，国連難民高等弁務官事務所（United Nations High 

Commissioner for Refugees: UNHCR）や受入（庇護）国政府が設置した難民

キャンプや難民居住地で生活する人々を思い浮かべる人が多いだろう（杉木 
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2011; 2012; 2018; Milner 2009; Rawlence 2016）。しかし世界全体では，キャンプ

に住む難民は 3 分の １ にすぎず，難民のおよそ半数は都市で生活している

（UNHCR 2009, 2; 2018）。UNHCRが2009年に都市難民の保護に関する新たな

政策を発表する前後の時期から，難民研究者のあいだでも受入国の都市で暮

らす難民に対する注目が増加し，都市難民が置かれている状況や彼（女）ら

に対する保護や支援のあり方が難民研究のジャーナルで特集されるように

なった（Journal of Refugee Studies 19: 3, 2006; Forced Migration Review 34, February 

2010）。その後，この問題に関する論文集や単行書も刊行された（Koizumi and 

Hoffstaedter 2015; 小泉 2017）。これらの先行研究は，基本的には難民をキャン

プや農村の居住地に定住させる政策を採っているケニアやウガンダのような

アフリカ諸国においても，キャンプや居住地から首都のナイロビやカンパラ

へと自発的に移動して住み着くようになった難民が多数いることを指摘して

いる（Clark-Kazak 2011; Lyytinen 2015; Campbell 2015）。本章の考察対象である

南アフリカは，難民や庇護申請者をキャンプに収容しない政策を採用してお

り，彼（女）らはほぼ全員が都市に住んでいる（UNHCR 2017）。都市難民に

関する先行研究の整理を通じて，ジョハネスバーグに住むコンゴ人女性を分

析するうえでの本章の視角を提示する。

1-1　都市難民とは誰か

都市難民について考察する際には，キャンプや難民居住地に住む難民とは

異なる，特有の問題が存在する。それは，そもそも都市に住む難民とは誰

か，という問いである（Hoffstaedter 2015, 2）。アフリカで紛争が起こった際

には，紛争国の周辺諸国に難民キャンプが設置され，紛争国から逃れてきた

人々がUNHCRなどにより「一応の（prima facie）難民」として登録され，彼

（女）らに対してシェルター（住宅）や食料などの配給を通じた支援が行われ

る。他方，難民や庇護申請者をキャンプに収容しない政策を採用している南

アフリカやエジプト，そして多くの先進国の場合は，受入国の法律や政策に

もとづいて，個人により庇護の申請が行われ，難民として認定を受けるため
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の手続きが必要となる 7 ）。

その結果，一口に都市難民といっても，受入国の法律上，認められている

滞在資格にはさまざまなものが含まれる。都市難民について特集を組んだ

『難民研究ジャーナル』（Journal of Refugee Studies）19巻 3 号（2006年）の序論

は，都市難民には以下の 4 つのカテゴリーが含まれるとしている。第 1 が受

入国の法律により，正式に難民として認定された「認定難民」である。第 2

は，庇護を申請し，難民として認定されることを待っている状態にある「庇

護申請者」であり，アフリカとアジアの都市に住む難民の大半を占める。第

3 は受入国政府により「一時的な保護」（temporary protection）を与えられた

人々である。通常，アフリカの場合は「一応の難民」がこのカテゴリーに入

るとされるが，それは難民キャンプから都市へ移動した難民が想定されてい

るからだろう。第 4 が「難民認定を拒否されたが，その国にとどまっている

人々」である（Jacobsen 2006, 274）。

上記のカテゴリーのうち，第 4 については，果たして難民なのか，こう

いった人々は経済的動機にもとづいて移動してきた移民ではないのか，との

疑問を抱く人もいるだろう。しかしながら，グローバル化の進んだ今日にお

いては，国境を越えて移動する人々を「自発的な」移動（＝移民）と「強制

的な」移動（＝難民）の 2 つに明確に区別することはもはや不可能である，

との認識が高まりつつある（Van Hear, Brubaker and Bessa 2009; 橋本 2014; 伊豫

谷 2017; 小泉 2018）。Van Hear, Brubaker and Bessa（2009）は，「混在移動」

（mixed migration）という言葉を用いて，個人にとって移住の動機はひとつで

はなく，移動の意思決定をする際には，個人の選択と状況による強制という

両方の側面があることや，移動の過程で動機が変わり得ることを論じてい

る。さらには，多様な動機をもつ人々が同一のルートや移動手段を利用して

₇ ） ただし，キャンプ政策を採っている国でも，難民の出身国により，「一応の」難民と
して認定する場合と，個別に判断する場合が併存している国もある。たとえばケニア
は，ソマリ人とスーダン人（2006年当時）は全員「一応の」難民として認定する一方
で，他国の難民に対しては個別に判断する政策を採っている（Jacobsen 2006, 275）。
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移動しているため，一見したところ移民と難民を区別するのは不可能であ

る，ともいう。また，移住の政治的動機と経済的動機を区別する考え方につ

いても，政治に起因する暴力と経済状況を分かつことなど現実には不可能で

ある，との主張もある。Hayden（2006, 478）は，どのような状況から逃れて

きた人を難民として受け入れることが妥当と考えるかは，つまるところ受入

国側が何に対して「責任や哀れみ，同情を感じるか」によって決められてい

る，と述べている。

1-2　都市難民研究の視点と関心

都市難民研究の出発点は，都市難民はキャンプに住む難民とは異なる問題

に直面していると予想される。それゆえ，都市難民に対して提供されるべき

保護の内容も異なっている，という考えにある（Jacobsen 2006, 273）。この認

識のもと，都市難民研究が主たる考察の対象としてきたのは，受入国の難民

政策の内容とその効果であった。たとえば，南アフリカの難民政策を分析し

たLandau（2006）は，同国の難民法が提唱する保護の内容と法律を実行する

際には大きなギャップがあることを指摘し，同国に住む難民が非常に不安定

で，脆弱な地位に置かれていることを強調している。

また，都市難民を研究する際の接近方法としては，「生計アプローチ」

（livelihoods perspective）が提唱されている。「生計アプローチ」では，都市難

民が置かれている「脆弱性の文脈」，難民がとり得る「資産と戦略」，受入国

コミュニティへの「影響」の 3 要素に注意が払われる（Jacobsen 2006, 279-

284）。このアプローチによれば，都市難民が保護されているかどうかを判断

するためには，難民という地位を得るための政策のみならず，住宅，労働市

場，教育，保健医療政策などに関する考察も必要となる（Landau and Amit 

2014, 536-538; Hoffstaedter 2015）。

「生計アプローチ」を採用すると，アフリカの都市難民が抱える問題が，

非正規移民や受入国の市民を含めた都市貧困層全般が抱える問題と多くの共

通点をもつことが明らかになる。安定した雇用を得られるかどうか，適切な
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住宅に住めるかどうか，保健医療や教育サービスを十分に受けられるかどう

かという問題は，難民にかぎらず，都市貧困層全体の関心事でもあるからで

ある。このような都市貧困層との共通点を認めたうえで，それでも Jacobsen

（2006, 276）は，難民には特有の脆弱性が 2 つあることを強調する。そのひ

とつは，難民の多くが「暴力的紛争や拷問」などを「個人的に経験したり，

目撃したりしている」ため，「健康面や精神面での問題」を抱えており，そ

れがゆえに「生計を立てるのが難しい」場合があるということである。そし

てもうひとつは，都市難民には「理論的には保護と支援が存在する」もの

の，「実際には，［難民という］法的な地位は，都市難民の生活経験（lived 

experience）に何ら違いをもたらしていない」ことである。

このように都市難民に対する保護の重要性を訴えつつも，既存の保護政策

の限界を指摘してきた先行研究は，難民が都市で利用可能な資源として，出

身国をともにする人々とのネットワークから提供される物理的・精神的支援

や仕事を見つける際のコネがもつ重要性を強調する（Jacobsen 2006, 282-

283）。移民研究でしばしば指摘されてきたのと同様に，故郷や民族的出自を

共にする人々により提供される社会資本が，難民にとっても，移住先の選択

や移住先での生計において重要な役割を果たしているのである。アフリカの

4 都市（ジョハネスバーグ，マプト，ナイロビ，ルブンバシ）に住む総計2805

人（うち外国人は1661人）8 ）を対象とする調査を計量的に分析したLandau and 

Duponchel（2011, 10-13）は，難民や庇護申請者のような合法的な滞在資格を

得ているか否かではなく，個人のもつ社会的ネットワークが都市生活を営む

上での最も効果的な保護を提供しているとした。彼らはまた，総体的にいっ

て，移住者は都市で最下層に属する人々ではないことや，都市で生き抜く力

を決定づけるものが，都市での生活経験の有無，とりわけインフォーマル・

₈ ） すべての外国人ではなく，これら 4 都市に住む難民のおもな出身国と考えられている
ソマリア，ルワンダ，スーダン（当時），コンゴ人のみが対象とされた。ジョハネス
バーグに限り，モザンビーク人も対象に加えられた。ルブンバシに関しては，外国人
数が少ないため，ほかの場所から移住してきたコンゴ人の国内避難民（internally 
displaced persons: IDP）が対象とされた（Landau and Duponchel 2011, 3）。
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ビジネスの経験の有無にある，とも主張している。

都市難民研究におけるもうひとつの重要な問いは，難民問題の恒久的な解

決策とのかかわりである。UNHCRは，難民問題の恒久的な解決策として 3

つの方法を挙げている。第 1 が国籍国（出身国）への自発的帰還，第 2 が一

次庇護国（受入国）への社会的統合，第 3 が先進国への第三国定住である。

紛争が長引き，10年以上も難民キャンプや一次庇護国の都市に暮らす人々が

増加するなかで，自発的帰還の実現については見通しが困難な国も多い。他

方で，第三国定住のチケットを得られる人々は非常にかぎられた数のままで

ある（杉木 2018）。そのような状況においては，一次庇護国への社会的統合

がおそらく最も現実味のある選択肢として浮上する。都市に住む難民は，

キャンプに住む難民よりも受入国社会とのかかわりが大きいため，社会的統

合の可能性は高いとも考えられる。だがその一方で，都市難民が受入国社会

にどの程度統合されるかは，受入国政府の政策やそこに住む人々の態度に大

きく左右される。難民研究者は，難民を受け入れることで受入国が得られる

メリットを強調するが（Jacobsen 2006, 283），南アフリカで時に暴力的な形で

爆発する反外国人感情（ゼノフォビア）（Landau 2011; Landau and Pampalone 

2018）を考えると，都市難民の社会的統合が容易ではないこともわかる。

以上のように，都市難民研究の関心の中心は，キャンプ以外に住む難民に

対して受入国政府などからどのような保護が提供されているか，都市難民は

提供される保護の制度と自分たちがもつ社会資本を駆使していかに生計を実

現しているか，そして都市難民は受入国社会にどの程度まで統合されている

か，という 3 つの問いを巡るものである。他方で，移動の動機や生活経験に

関して，都市に住む難民と移民のあいだには重なる部分があるにもかかわら

ず，都市難民研究においては，そもそもなぜ人々はある国からある国へと移

動するのか，という移民研究が説明しようとしてきた問いは，ほとんど議論

されることがなかった。だが，都市難民には，庇護を求める国について，一

定程度まで個人による選択の余地があると考えるならば，難民がある国で庇

護を求めるのはなぜか，という問いについても検討する必要があるだろう。
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以上のような問題意識をもとに，本章では，南アフリカのジョハネスバーグ

に暮らすコンゴ人女性たちが，なぜ南アフリカで庇護を申請したのかについ

て，インタビュー調査で得られた女性たちの語りをもとに再構成することを

試みる。それを踏まえて，都市難民研究が提示する 3 つの問いを念頭に置き

つつ，都市難民としてのコンゴ人女性の生活経験について考察する。

第 2 節　コンゴ人女性が庇護を申請する理由

2-1　コンゴ人の国外移住先としての南アフリカ

2017年半ばの時点で，推定166万人のコンゴ人が国外で暮らしている。そ

の多くは，ウガンダ，ルワンダ，ブルンジ，南スーダン，タンザニアといっ

たコンゴ東部と北東部で国境を接する国々か，あるいはコンゴ共和国とアン

ゴラというコンゴ西部と西南部で国境を接する国々において難民ないし移民

として生活する人々である。これら 7 カ国に加えて，コンゴは中央アフリカ

共和国とザンビアとも国境を接しており，これら周辺諸国全体で国外在住コ

ンゴ人の82％を占めている（UNDESA 2017）。

それに対して，周辺諸国以外で最も多くのコンゴ人が暮らす外国はフラン

ス（ 7 万7889人），次いで南アフリカ（ 5 万340人），アメリカ（ 2 万5147人），

カナダ（ 2 万1445人），ベルギー（ 2 万359人）となっており（UNDESA 2017），

南アフリカを除くと，いずれも北半球に位置する，いわゆる先進国である。

南アフリカ以外は，いずれもコンゴから陸路で到達することがきわめて困難

な国々でもある。旧宗主国であるベルギーやフランスは，ザイール時代から

裕福なザイール／コンゴ人にとっての海外留学先であり，モブツ政権に追わ

れた政治家たちの亡命先でもあった（Nzongola-Ntalaja 2003, 179-182）。他方カ

ナダやアメリカに渡ったコンゴ人のなかには，留学や就労を目的に移住した

人々に加えて，周辺諸国の難民キャンプから第三国定住の権利を得て移住し

た人々が一定数含まれる。
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周辺諸国ほど地理的な結び付きを強くもたず，ベルギーやフランスほど歴

史的なつながりを有しない南アフリカにコンゴ人が移動し始めたのは，1980

年代末～1990年代初めにかけてのアパルトヘイト末期のことである。当時は

モブツ政権（ザイール）末期でもあり，複数政党制移行が遅々として進まな

いなかで，ザイール人（当時）に対するビザの発行をヨーロッパや北米諸国

が渋るようになっていた。これら諸国への渡航が以前よりも困難になった一

方で，南アフリカが相対的に移住しやすい目的地として登場した（Mac-

Gaffey and Bazenguissa-Ganga 2000, 40）。南アフリカで「非白人」の移住を認め

るための法改正が行われたあとの1989年，両国間に外交関係が樹立され，キ

ンシャサとジョハネスバーグを結ぶ航路が開設されて，ザイール国民は国境

でビザを取得できるとする合意が締結された（Fidani 1993; Kadima 2001）。そ

の結果，就労や就学，ビジネスを目的とする「黒人ザイール人」の南アフリ

カへの移住が開始され，彼らは「集団地域法」（Group Areas Act, No.41 of 

1950）9 ）が撤廃される前からさまざまな人種が流入して住み着くグレー・

ゾーンとなっていた，ジョハネスバーグ中心部に近いヨービルやヒルブロー

（Hillbrow），べレア（Berea）などの旧白人向け居住区に住居を構えた（Fidani 

1993; Simone 2001）。

当時，専門的な職業につける黒人人材が著しく不足していた南アフリカで

は，高学歴・高技能のザイール人ビジネスマンや医師，エンジニアの流入が

歓迎された。その一方で，ザイール末期に起こった民族迫害を逃れて，政治

的亡命を申請するザイール人も出現した（Kadima 2001, 93-94）。南アフリカ

では1991年にUNHCRのオフィスが開設され，モザンビークの内戦時に南ア

フリカに避難した人々の難民認定や帰還事業，南アフリカ人亡命者の帰還事

業などが開始されたところであった（Handmaker 1999, 293; 2002, 1-2 ）。しか

しながら，国際的な難民条約への加盟や難民を受け入れるための難民法制が

整備されるのは民主化後のことであり，ザイール人に対する難民認定がこの

₉ ） アパルトヘイト時代の 4 つの「人種」区分にもとづき，「人種」ごとに居住可能な都
市部の区域を定めていた法律。1991年に撤廃された。
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時期にどれだけ行われていたかは不明である。確かなことは，図 4-1が示す

ように，1990年代後半以降，とくに2000年代以降にコンゴ人による庇護申請

が急増し，それに伴って南アフリカ在住コンゴ人の数が増えていったという

ことである。そして，ジョハネスバーグのヨービル地区を中心にコンゴ人コ

ミュニティが形成されていった（Simone 2001）。

筆者がヨービル地区で2018年にインタビューをした人々は，いずれも2002

年以降に南アフリカに到着したと回答しており（章末付表参照），すでに一定

規模のコンゴ人コミュニティが存在するところに移住してきた人々である。

そのようななかで，コンゴ人女性が南アフリカで庇護を申請する理由は，大

きく 3 つに分けられる。第 1 が，コンゴ東部出身・在住者を中心に，戦争に

伴う暴力から逃れて安全な生活の場所を得るためである。第 2 は，夫や父親

が政治活動にかかわったために，政権からの迫害を恐れて，家族全員で逃げ

ざるを得なくなったというものである。そして第 3 が，先に南アフリカに来

ていた夫，ボーイフレンド，父親などからの呼び寄せで来る場合である。コ

ンゴ人女性の回答者35人の内訳でみると，家族による呼び寄せを理由とする

人が最も多くて11人，次いで戦争ないし「平和の不在」（no peace）や「不安

全」（insecurity）を理由に挙げた人が10人，家族の政治活動が 8 人，これら

（出所） UNHCR （various years），UNHCR Population Statistics，UNDESA （2₀1₇） をもとに
筆者作成。

（注） 庇護申請件数はその年に新規に提出された申請のみで，上訴を含まない。

図4-1　南アフリカにおけるコンゴ人による新規庇護申請と在住コンゴ人数の推移
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のいずれにも当てはまらない理由を述べた人が 6 人であった。以下で彼女た

ちの語りを引用しつつ，詳しく述べていく。

2-2　戦争に伴う暴力と迫害から逃れるための移動

2002年といえば，南アフリカのサンシティとプレトリアにおいて，1998年

に始まった第二次コンゴ戦争10）を終結させるための和平交渉がコンゴ人政

治家や紛争当事者のあいだで重ねられた年である。同年12月，包括的な和平

合意が調印され，暫定政権樹立への道が開かれた（武内 2008; 2010）。しかし

ながら，戦争の発端となったコンゴ東部に平和は訪れなかった。反政府勢力

の戦闘員の武装解除が計画通りに進まず，新国軍への統合を拒否する勢力が

新たに武装集団を結成したために戦闘が完全に終結することはなかった。新

国軍兵士や民兵による村の襲撃や村人からの略奪が止むこともなかった

（Reyntjens 2009; Stearns 2011）。恐怖による支配を確立するためにレイプが武

器として用いられ，女性に対する目を覆うような性暴力も行使され続けた

（Meger 2010）。東部の戦争は，コンゴ国家の脆弱性や周辺諸国の経済的な権

益争いが絡んでいるのみならず，「土着・在来民」と，植民地化以前の国境

など存在しない時代に今日のルワンダにあたる地域からコンゴへと移り住ん

できた「移民」のあいだでの土地を巡るローカルな対立が底流にあることも

あり，解決の糸口が見出せない状態が続いている（Berwouts 2017, 33-46）。

東部の戦争で家を追われた人々の多くは，近隣諸国に設けられた難民キャ

ンプや難民居住地で保護を受けることになったが（UNHCR 2017; Clark-Kazak 

2011），一部には混乱のなかで南アフリカへ逃れて，庇護を申請した人もい

る。「コンゴを離れた理由は何ですか」という筆者の問いかけに，「もう何も

10） コンゴでは1990年代に 2 つの戦争が起こった。第 1 が1996～97年，ローラン・カビラ
（Laurent-Désiré Kabila）率いるコンゴ解放民主同盟（Alliance of Democratic Forces for 
the Liberation of Congo: AFDL）が，ルワンダとウガンダの支援を受けてザイール東部
で蜂起し，最終的にモブツ政権を打倒した第一次コンゴ戦争。第 2 が1998年，カビラ
とルワンダの関係が悪化したことを背景に，ルワンダとウガンダの支援を受けた反政
府武装勢力が東部で蜂起して始まった第二次コンゴ戦争である。
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覚えてはいない」と口をつぐむ女性たちがいたのは事実である。他方で，家

族にすら行き先を告げることなく住んでいた土地を離れざるを得なかった事

情を，時に涙を浮かべながら語ってくれた女性たちもいる。

　ゴマ［北キヴの都市］の病院で［看護師として］働き始めて 1 週間もし

ないうちに，兵士が病院にやってきて，反乱兵士を治療していると非難さ

れた。彼らは看護師をレイプすると脅して，病院にあるものを奪っていっ

た。たくさんの人たちと一緒に逃げるしかなかったわ（インタビューNo.1）11）。

彼女たちの語りはまた，東部から逃げなければならない理由が，戦闘に伴

う暴力と混乱のみならず，個人の立場や状況に起因する迫害による場合があ

ることも示している。

　夫の母がルワンダ人（Rwandan）だったの。2013年にM23［反政府武装

勢力］がゴマを攻撃してきた。M23はルワンダ人の反政府勢力よ。戦闘が

終わったあと，政府の兵士が家に来て夫を連行した。母がルワンダ人だか

ら，夫が反政府勢力のために銃を隠していることを疑われたの。夫は刑務

所に連れていかれて，…殺されてしまった。…しばらくして私も逮捕され

て，殴られたわ。夫が銃をどこに隠したか言えって詰問された。刑務所の

警備をしていた兵士が知り合いだったから，彼に逃げろって言われた。殺

されるって。警備の兵士にお金を少し渡して朝の 3 時か 4 時頃に脱走した

11） 本章で引用する語りはすべて筆者自身のインタビューにもとづくものであるが，イン
タビューでの一問一答を収録するのではなく，彼女たちが語った内容を筆者が文章と
して再構成したものである。たとえば，年や場所，誰と一緒だったかなどの詳しい事
実関係を確認するために話の途中で筆者が入れた質問は基本的には省略してあり，彼
女たちの答えた内容のみを反映させた文章となっている。インタビューではまた，彼
女たちが語った内容を筆者がその場で復唱し，筆者の理解が正しいかどうかを彼女たち
に確認するという場合も多々あった。インタビューは，基本的には筆者以外の人間が聞
くことはないという条件で，本人たちの許可を得てすべてICレコーダーで録音した。
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の。家に着いたら 6 時で，長女は学校に出たあとだった（No.14）。

　夫は兵士でマイマイ［民兵］と戦ってた。その後，夫がいなくなってし

まって，…残された私は子どももいたし，生活のために小さな商売を始め

たの。…戦闘が静かになった時に，金の採掘をしている村へコメと豆を売

りに行くことにした。…だけどマイマイに捕まってしまった。マイマイは

兵士の妻を探して攻撃していたの。… 4 人の男にレイプされた。もう死に

たかった。ある男にカネをくれたら逃げ道を教えてやるって言われて，隠

していた金を渡して逃げたわ。…通りすがりの商人から，村では家族が政

府に連行されたって聞かされた。私が金の採掘村に行ったから，スパイ

だって疑われたの。…家族がどうなっているのかわからなかったけど，村

にはもう戻れなかった（No.19）。

コンゴ東部から南アフリカに逃れてきた人々が，ウガンダやタンザニアの

難民キャンプないし難民居住地に住むコンゴ難民と社会経済的に違いがある

のかどうかについて，本章の調査から明確な結論を導き出すことはできな

い。筆者がインタビューをした南アフリカ在住のコンゴ東部出身・在住者の

なかには，混乱して逃げ惑う人々とともにどこに行くのかもわからずにト

ラックに乗り，辿り着いた場所が南アフリカだったという人もいれば（イン

タビューNo.1，17，19），カタンガ州12）の都市ルブンバシまで逃れたあと，そ

こで南アフリカをめざす多くの人々に出会い，自分も南アフリカをめざすよ

うになったという人もいた（No.11）。また，ルワンダやタンザニアにいった

ん逃れたあと，ルワンダはコンゴに近いため，さらに遠くに逃げる必要を感

じて旅を続けた人や（No.14），タンザニアで南アフリカに行けば「たくさん

12） コンゴでは，2015年に地方分権化を進める改革の一環として，それまでの11州制が26
州制に変わった。しかしながら，筆者がインタビューを行った南アフリカ在住コンゴ
人にとって，26州制は彼女らがコンゴを離れたあとに導入されたため認知度が低く，
本章では11州制時代の州名を用いる。
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の機会」があると人々が噂しているのを聞いて，自分もその機会を試してみ

たくなったという人もいる（No.5）。さらには，国連機でいったんルブンバ

シまで逃れて国内避難民となったあと，ルブンバシで出会った男性と結婚

し，その男性が政治にかかわったためにルブンバシにいられなくなって南ア

フリカへやってきたという人もいた（No.15）。「戦争から逃れてきた」とい

う一言で済ましてしまうことが憚られるような複雑な事情を，女性たち一人

ひとりが抱えていたのである。

戦争から逃れて近隣諸国で保護を受けるのではなく，地理的に離れた南ア

フリカで庇護申請をする際にひとつの障害となると思われるのは，移動にか

かる旅費である。コンゴでの商店経営やマーケットでの食料品の販売などを

通じて貯めたお金で船やバスの運賃，あるいは長距離トラックの運転手に代

金を支払ったと述べた人もいる。たとえばある女性は， 3 人の子どもと自分

の輸送代金として，コンゴ東部から南アフリカまで合計で450米ドル支払っ

たという（No.14）。その一方で，コンゴを出る際に，知人がトラック運転手

と値段交渉をしたので自分はいくら支払ったのかまったくわからないという

人や（No.25），道中で出会った人々の支援を受け，長距離トラックの運転手

が無料で運んでくれたと述べる人もいた（No.1）。一般的にいって国外へ移

住できる人は国内に留まらざるを得ない人よりも相対的に資源豊かな人々で

ある。だが，南アフリカへ移動する前にコンゴで国内避難民として生活して

いた人もおり，近隣諸国に逃れたコンゴ人と比べて，南アフリカにやってき

たコンゴ人がどれほど相対的に裕福な層に属するのかについてはさらなる調

査が必要である。

2-3　家族の政治活動を理由とする迫害から逃れるための移動

南アフリカで庇護を申請するコンゴ人は，紛争の続く東部出身・在住者に

かぎられない。南アフリカ在住コンゴ人について，コンゴの出身地や移住前

の居住地に関する統計は存在しないが，インタビュー調査では首都キンシャ

サやカタンガ州ルブンバシの出身・在住者が相当数いた（章末付表参照）。こ
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れらの都市に住むコンゴ人女性が南アフリカで庇護を申請する主要理由のひ

とつが，家族（通常，夫か父親）が野党の支持者であったり，カビラ政権側

から政権批判と見なされるような行動をとったりしたことがきっかけとなっ

て，コンゴで安心して暮らすことができなくなったというものである。筆者

がインタビューをした女性たちのなかでは，家族の政治活動を移住の理由と

して挙げたのは 8 人に過ぎなかったが，家族の呼び寄せで南アフリカに来た

女性たちのなかには，そもそも夫が政治活動を理由に先にコンゴを離れたこ

とで後に呼び寄せられたという人が 6 人おり，政治活動が間接的な理由と

なっている女性を合わせれば14人となる。彼女たちはつぎのように語る。

　［故郷での戦闘からルブンバシに逃れたあと］夫に出会って子どもが生

まれた。問題が起こったのは2006年選挙の時。カビラ支持者たちが近所に

やってきて，カビラとPPRD［カビラの政党］に投票するように言って

回ったけど，夫はベンバ支持者だった。ある晩，カビラ支持者たちが家に

やってきて，夫を縛って殴ったの。そして家に火を放ったのよ。娘を抱え

て外に出るのがやっとだった。夫があんな風に焼き殺されるのを目撃した

んだから，私の命も危ない。…トラック運転手をしていた知人に相談した

ら，カスンバレサ［南部国境の街］まで行って，南アフリカへ行く足を見

つけろって言われたの（No.15）。

　キンシャサでは夫と 3 人の子どもと暮らしていた。カビラ父が野党支持

者を大量に逮捕して刑務所に送ったの。夫も逮捕され拷問された。夫の家

族がUDPS［野党］支持者だったから。…夫の家族が刑務官を買収して，

夫をルブンバシへ逃がしたの。そこから夫はトラックで南アフリカへ行っ

た。［筆者：それはいつでしたか？］2001年のことよ。夫がいなくなった

あとも仕立て屋として子どもを育てていたんだけど，夫が目の病気を発症

したの。だんだん悪くなって眼鏡も作ったけどダメだった。彼の生活を助

けるために南アフリカに来ることを決心したの（No.26）。
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語りに出てくるベンバとは，第二次コンゴ戦争中の1998年にウガンダの支

援を受けてエカトール州で結成された反政府武装勢力，コンゴ解放運動

（Movement for the Liberation of Congo: MLC）を率いたジョン・ピエール・ベン

バ（Jean-Pierre Bemba）を指す。ベンバは戦争終結後の暫定政府のもとで副

大統領を務め，2006年に実施された大統領選挙では決選投票まで進んだもの

の，最終的にジョセフ・カビラ（Joseph Kabila）に敗れ，選挙後にコンゴか

ら逃亡した。その後ベルギーでとらえられ，国際刑事裁判所（International 

Criminal Court: ICC）において，中央アフリカ共和国で配下のMLC民兵が殺

人やレイプなどの人道に対する罪を犯したことの責任を問われた。しかし最

終的に2018年，証人に対する妨害行為を除いて無罪判決が下された（HRW 

2019）。2006年大統領選挙の際には，カビラがコンゴの東部と南部で票を得

たのに対し，ベンバはキンシャサを含む西部で得票率が高く（Trefon 2011, 

26），カビラ政権にとっては看過できない政敵であった。

他 方， 民 主 主 義 社 会 進 歩 同 盟（Union for Democracy and Social Progress: 

UDPS）は，モブツ政権に反対して1982年に結成された政党であり（Kisan-

gani 2016, 604），2017年に逝去するまでエティエンヌ・チセケディ（Étienne 

Tshisekedi wa Mulumba）が党首を務めていた。チセケディは，ザイールで

1990年代初頭に複数政党制移行のために開かれた民主的なフォーラムである

主権国民会議を通じて，民主化を推進する立役者として人気を集めるように

なった（Nzongola-Ntalaja 2003, 189-203）。全国区の知名度をもち，古株の野党

としてカビラ父子双方に警戒された人物であるが，最大の支持基盤は出身地

であるカサイ州のルバ人（Luba/Mluba）にあった。そしてルバ人は，1990年

代初頭に南アフリカで最初に庇護申請を行ったザイール人だった（Kadima 

2001）。

1990年代初頭，南アフリカで庇護を申請したザイール人の多くは，当時の

シャバ州（カタンガ州）で発生したカサイ州出身者（ルバ人）に対する暴力

的な迫害事件を逃れてやってきた人々だった。カタンガ州におけるカサイ州

出身者迫害の背景には，同州の鉱山業を中心とする経済発展の歴史に根付く
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複雑な事情がある（Vinckel 2015; Kennes and Larmer 2016, 25-40）。ここで重要

なことは，中央政府（キンシャサ）で長いあいだ，有力野党の座にあった

UDPS党首のチセケディがカサイ州出身で，同地で多数派を占めるルバ民族

に属しており，カタンガ州で迫害を受けたカサイ州出身者の多くがUDPSを

支持するルバ人であったということである。カタンガ州におけるカサイ州出

身者に対する迫害は，政治的な性格を強くもっていたのである（Vinckel 

2015）。ルバ人はジョハネスバーグにおけるコンゴ人コミュニティの一角を

なしており，次項で述べる家族統合のために呼び寄せられた女性11人中少な

くとも 6 人がルバ人であった。

カビラ政権による野党支持者や政権の非支持者に対する弾圧は，キンシャ

サやルブンバシのような大都市のみならず，治安の安定していない東部でも

行われている。それと同時に，反カビラ派勢力による住民に対する恐怖支配

もみられる。たとえば，つぎのような語りがある。

　ある日，マイマイ［民兵］が町にやってきた。夫の父はチーフの委員会

のメンバーだった。マイマイは，カビラ政権に反対するデモへの参加を

人々に呼び掛けるよう委員会に要求した。義父は拒否した。マイマイは夜

に家にやってきて，義父を連れ去った。こうしたことが起こったら，家族

全員を殺すのが奴らのやり方なの。だから夫はコンゴから逃げることにし

た。…私は 3 人の子どもを連れて［近くの街］に住む姉妹のところに行っ

た。夫がどこにいるかわからなかったけど，ある日，電話があって南アフ

リカにいるって言ったの。そして南アフリカにどうすれば行くことができ

るか教えてくれたのよ（No.9）。

本章は，女性たちの語りの信憑性について検討することを目的とはしてい

ないが，コンゴのカビラ政権の抑圧性や国軍と反政府武装勢力の双方がコン

ゴ東部の住民に対して行使するさまざまな残虐行為については，ヒューマ

ン・ライツ・ウォッチ（Human Rights Watch: HRW）などの国際的な人権団体
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によりたびたび報告されている13）。

2-4　家族統合のための移動

コンゴ人女性が南アフリカで庇護を申請する第 3 の理由は，先に来ていた

家族やボーイフレンドから呼び寄せられたというものである。彼女たちの語

りには大きく 2 つのパターンがある。ひとつは，すでに述べたように，戦争

や政治的な理由で家族が南アフリカに逃れ，その後，妻らに旅費を送金し，

旅費を受け取った妻が子どもを連れて夫のもとに移住する場合である。そし

てもうひとつは，夫やボーイフレンドが，コンゴでは仕事を見つけることが

できないという経済的理由で先に移住し，その後，ガールフレンドや妻を呼

び寄せる場合である。いずれの場合も，呼び寄せ元の夫や親族，ボーイフレ

ンドが難民認定されていたり，就労ビザや永住権のような安定した滞在資格

を得ていたりするとはかぎらない。筆者がインタビューをした女性たちのあ

いだでは，夫も妻もそれぞれが庇護申請者であるケースが多かった。

家族統合を理由とする女性たちの移住は，南アフリカの法律で明確に定め

られた権利ではない。次節でみるように，南アフリカの「難民法」（Refugees 

Act, No. 130 of 1998）は扶養家族を難民の定義に含めてはいるものの，難民の

家族統合の権利については何も述べてはいない。他方で，庇護を申請する際

に，その人物の扶養家族もまた南アフリカにいなければならない，とも難民

法は述べてはいない。それゆえ同国で難民支援に携わる法律の専門家は，

「いったん国内に入った外国人に対しては，選挙権や被選挙権のような市民

のみに認められている権利以外は，南アフリカにいる『すべての人々』と同

等の権利が与えられる」とする憲法の規定をよりどころに，難民や庇護申請

者も家族統合の権利をもつ，と主張している（Khan 2011, 84-85）。確かに，

筆者がインタビューした女性たちのなかには，先に庇護を申請した夫のファ

イルに家族としてあとから加えてもらったと述べた人もいたが，多くの場合

13） ヒ ュ ー マ ン・ ラ イ ツ・ ウ ォ ッ チ・ ウ ェ ブ サ イ ト（https://www.hrw.org/africa/
democratic-republic-congo, 2019年 2 月 ₇ 日アクセス）。
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に，女性たちは自ら庇護を申請し，夫とは別の独自のファイルをもってい

た。それゆえ，上記の法律の専門家のような解釈のもとで女性たちに家族統

合の権利を認め，南アフリカ政府が女性たちの庇護申請を受け付けるという

ことが常態化していたわけではなかった。

さらに， 6 人の女性が，上記 3 つの理由には当てはまらない回答をした

（以下の傍点による強調は筆者による）。ある女性は，コンゴで看護師として働

いていたが，南アフリカで看護師として働けばはるかに高い給料が稼げると

いとこ
4 4 4

にいわれ，それを信じてやってきた（No.6）。ある女性は，住んでい

たコンゴ東部で火山が噴火し，こんなところには住めないと感じたため，姉
4

の住む南アフリカに夫と一緒に移住した（No.13）。別の 2 人の女性は，ルブ

ンバシで多くの人々がトラック運転手の助けを借りて南アフリカへ移動して

いるのを目撃し，その波に加わったと述べたが，そのうち 1 人には南アフリ

カ在住の姉
4

がいた（No.16，22）。そしてある女性は，治療を目的とする母親

に付き添って南アフリカに渡航し，パスポートを盗まれてしまったために 1

人残ることになったと述べたが，その時すでにジョハネスバーグには将来
4 4

の
4

夫と
4 4

なる男性
4 4 4 4

がいて，その男性とコンタクトを取っていたという（No.20）14）。

つまり，彼女たちの語りが示しているのは，移住する以前に，親族や知人の

誰かがすでに南アフリカに住んでいた場合が多いということである。たとえ

その親族が呼び寄せたわけではなかったとしても，南アフリカで生活を始め

る際に，当初は親族のところに転がり込んだ女性たちは多い。その意味で

は，彼女たちの移動は広い意味での「家族統合」だといえる。

南アフリカは確かにコンゴと国境を接してはいない。だが，コンゴ南部の

カタンガ州は，ベルギーによる植民地時代から経済的には南部アフリカと強

く結び付いていた地域である（Kennes and Larmer 2016, 23-26）。そして州都ル

ブンバシは，南アフリカへ向かう長距離トラックやバスが出発する，文字通

りのゲートウェイとなっている。キンシャサに住む人々は，通常の飛行機や

14） この段落で述べた 5 人以外の最後の 1 人は，幼少時にコンゴ西部で親族が村八分にさ
れる事件が起きたあと，叔母に連れられて南アフリカにやってきたと述べた（No.31）。
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軍用機15）を利用して，ルブンバシをめざす。そしてルブンバシに行けば，

南アフリカへ向かう人々に出会い，移動手段などについて情報を得ることが

できる。たいていはパスポートやビザをもたずに移動するため，息をひそめ

てトラックに隠れたり，密航業者のサービスを利用したりするなど，決して

快適な道中とはいえない。それでも時に幼い子どもとともに，コンゴにいる

時よりもよい暮らしを手に入れることを期待して，彼女たちは南アフリカを

めざしてやってきた。彼女たちは，南アフリカで平和と安定した生活を手に

入れることができたのだろうか。

第 3 節　コンゴ人女性の不安定な滞在資格と生計活動

移民や難民が受入国でどのような暮らしをすることができるかは，受入国

の移民政策や難民保護制度に大きく左右される。本節では，まずコンゴ人女

性が庇護を申請した南アフリカの難民保護制度について検討する。その後，

同国ジョハネスバーグ市においてコンゴ人女性がどのような生計活動を営ん

でいるのか，南アフリカで生活するうえでどのような課題を抱え，それに対

してどのように対処しているのかについて考察する。

3-1　南アフリカの難民保護制度

民主化選挙を経た1995年末～1996年初頭にかけて，南アフリカは難民保護

に関する国際条約―「アフリカにおける難民問題の特定の側面を管理する

アフリカ統一機構（Organisation of African Unity: OAU）の条約（1969年）」（以

下，OAU難民条約），「難民の地位に関する条約（1951年）」，「難民の地位に関

する議定書（1967年）」（以下，1951年難民条約・1967年難民議定書）―に加

15） 軍用機は軍隊に知り合いがいないと乗ることができないとのことだったが，通常の飛
行機よりも安くルブンバシまで行けるため，キンシャサ出身の女性たちには利用者が
多かった。
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盟し，正式に国際的な難民保護体制の一員となった。その後，1998年に難民

法が制定され， 2 年後に難民法施行規則（Refugee Regulations <Forms and Pro-

cedures>, R 366 of 2000）が公表されて同法が施行された。難民法は，第 1 条

と第 3 条において，1951年難民条約・1967年難民議定書とOAU難民条約の

定義を踏まえ，難民をつぎのように定義している。

⑴ 人種，部族（tribe），宗教，国籍，政治的意見，特定の社会的集団の

成員であるために迫害を受ける十分な根拠のある恐れのために，国籍

国の外におり，国籍国の保護を受けることができない，もしくは受け

ることを望まない人，あるいは国籍を持たない無国籍者であって，旧

居住国の外におり，このような恐れのために旧居住国に帰ることがで

きない，もしくは帰ることを望まない人。

⑵ 外部からの攻撃，占領，外国の支配，あるいは出身国ないし国籍国の

一部もしくは全体において公の秩序を著しく乱したり，混乱させたり

するような出来事のために，他の場所での避難を求めて通常の居住地

を離れざるを得ない人びと。

⑶ 上記の⑴ないし⑵で想定されている人の扶養家族。その範囲は，配偶

者，未婚の18歳未満の子，家族のなかで窮乏化した者，高齢者，虚弱

者。

同法により，南アフリカ政府内務省所轄の難民受付事務所（Refugee Recep-

tion Office）がジンバブウェ国境に近いリンポポ州のメッシーナ（Messina/Mu-

sina），プレトリア，ジョハネスバーグ，ダーバン，ポートエリザベス，

ケープタウンの 6 カ所に設置された16）。南アフリカで庇護を申請する人は，

16） ただし，その後，ジョハネスバーグの難民受付事務所が閉鎖され，ポートエリザベス
とケープタウンでは新規の庇護申請の受付が停止された（更新は可能）。ジョハネス
バーグ在住者はプレトリアの事務所で書類の更新を行わなければならない状況となっ
ている。
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いずれかの事務所に出向いて「庇護申請受理証明書」（Section 22 permit）17）を

発行してもらう。それにより正式に庇護申請者となり正規の滞在資格を得

る。庇護申請受理証明書は通常 1 ～ 6 カ月間有効であり，期限が近づくたび

に難民受付事務所に出向いて更新する必要がある。その後，難民認定審査官

（Refugee Status Determination Officer）により庇護申請の可否を判断するための

インタビューが行われ，「庇護の授与」が決定されれば，「難民認定証」

（Section 24 permit）が交付され認定難民となる。難民認定証は通常 2 年間有

効であり，期限が近づくと更新する必要がある。更新後に 4 年間有効の難民

認定証が発行されることもある。

難民として認定されると，憲法に定められた基本的人権，医療サービスと

初等教育を受ける権利，就労の権利に加えて，以下を含むさまざまな権利が

付与される。子ども手当や年金などの南アフリカ人に対して支払われるのと

同等の社会保障給付を受給する権利，表紙が赤いことから「レッド ID」18）と

呼ばれる身分証明書を発行してもらう権利，出身国以外への渡航が認められ

る難民パスポートを発行してもらう権利，そして移民法に定める居住年限を

超えて居住している場合に永住許可や南アフリカ市民権を申請する権利であ

る（難民法第27条）。ただし，難民を対象とする住宅の提供や生活支援金など

の制度はない。また，当初，難民法と難民法施行規則は，庇護を申請してか

ら決定が出るまでの最初の180日間に関しては，庇護申請者には就労や就学

を認めないとしていた。これに対して，2002年にジンバブウェ人の庇護申請

女性がケープタウン難民センター（難民支援団体）の支援を受けて，これら

の規定が憲法に違反しているとして裁判を起こした。最終的に2003年11月に

出された上訴裁判所のワチェヌカ（Wachenuka）判決の結果，庇護申請者に

も就労と就学の権利が認められることになった（佐藤 2018）。

17） 南アフリカ在住コンゴ人は，受理証明書をコンゴの公用語のひとつであるリンガラ語
で「ングンダ」（ngunda）と呼ぶが，この語は「避難」や「亡命」を意味する。

18） 南アフリカの市民権か永住権をもつ人に対して発行される身分証明書は表紙が緑のた
め「グリーン ID」と呼ばれる。
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南アフリカの難民法については，アフリカ諸国で一般的に採用されている

庇護申請者や難民をキャンプに収容する政策を採らず，彼（女）らに対して

居住の自由を含む基本的人権を保障した進歩的な内容であると評価されてき

た（Handmaker, de la Hunt and Klaaren 2008; UNHCR Regional Office for Southern 

Africa 2014）。しかしながらその一方で，同制度の問題点として，難民認定プ

ロセスの不透明性や認定基準の恣意性が指摘されている（Landau and Amit 

2014, 539-544）。認定審査にあたる内務省の役人や，認定審査の際の通訳に対

して賄賂が支払われ，それが審査結果を左右することになっているのであ

る19）。2005年初頭には汚職の蔓延を理由にジョハネスバーグの難民受付事務

所が閉鎖され，複数のシニアレベルの役人が職を解かれた（Landau 2006, 

317-319）。筆者には，インタビューの際にコンゴを離れた理由に関して女性

たちが「真実」を語ったのかどうかを判断するすべはない。しかしながら，

彼女たちが語る理由と難民認定を受けているか否かには直接的な関係性がな

いように感じるときがあったのも事実である。コンゴを逃げざるを得なく

なった状況を非常に詳細に語った女性が何年間も庇護申請者のままであり続

ける一方で，理由について明確な説明をしない女性が難民認定をされていた

りしたからである。

また，南アフリカで庇護を申請するコンゴ人にとって，難民認定されるの

が，年を重ねるごとに狭き門となってきた。第 2 節の図 4-1に示したよう

に，コンゴ人による新規の庇護申請は2002年に年間 1 万2000件弱まで急増し

たあと，2003年以降も2017年まで年に3000～ 1 万件という高い水準で提出さ

れている。2006年には新規の庇護申請5582件に対して，その年に決定が下さ

れたのはわずか395件に過ぎなかったものの，そのうち52％にあたる204件が

難民として認定された。ところが2016年になると，前年からの繰り越しと新

規の申請を合わせた 1 万2962件に対して，その年に決定が下されたのは7005

19） 筆者がインタビューをした女性たちのなかでも，難民認定を受ける際に高額の賄賂を
要求され，全額は払えなかったが，一部を払って認定を受けたと述べた女性が 1 人い
た。
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件に増えたが，そのうち難民認定されたのは1130件（認定率16％）に過ぎず，

5875件が却下された（UNHCR 2007; 2017）。申請が却下された場合，庇護申

請者は難民上訴局（Refugee Appeal Board）に対して上訴をすることが認めら

れている。上訴の結果が判明するまでには何年もかかることも多く，そのあ

いだにも 1 ～ 6 カ月ごとに難民受付事務所に出向いて庇護申請受理証明書を

定期的に更新しなければならない20）。

以上のように南アフリカでは，難民認定を受けられるか否かで付与される

権利の内容が異なっており，かつ難民認定を受けられるか否かには大きな不

確実性が伴っている。難民として認定されれば，子ども 1 人当たり月額410

ランド（3772円）21）の子ども手当22）を受けることができるが，それ以外に庇

護申請者や難民に対して受入国政府から支給される生活支援給付金は存在し

ない。難民や庇護申請者はキャンプで生活する代わりに就労する権利が認め

られており，難民は仕事を探して，自活をしなければならない。とくに庇護

申請者の場合は政府から得られる給付金が皆無であり，自ら働いて家族を

養っていかなければならない。しかも近年，コンゴ人にかぎらず，難民認定

率は全体として低下してきている（佐藤 2018）。南アフリカで難民や庇護申

請者が置かれている状況は，近隣の南部アフリカ諸国から経済的機会を求め

てやってくる移民と重なる部分が多くあり，とくに庇護申請者に対して与え

られる保護は限定的なものとなっている。

3-2　滞在資格に伴う脆弱性

「はじめに」で述べたように，筆者がインタビューをしたコンゴ人は，受

20） 難民法により認められているのは難民上訴局への上訴の権利までであるが，上訴局が
上訴を却下した場合，庇護申請者は，高等裁判所を通じて司法審査（judicial review）
に訴えることができる（Ampofo-Anti 2018）。

21） 2018年 2 月のインタビュー調査時点。当時の交換レート（ 1 ランド＝9.2円）で計算。
以下，ランドの交換レートはすべて同レートを使用。

22） 子 ど も が18歳 に な る ま で 支 給 さ れ る（https://www.gov.za/services/child-care-social-
benefits/child-support-grant, 2019年 2 月 ₈ 日アクセス）。



第 4章　南アフリカにおけるコンゴ人女性による庇護申請と生活経験　199

理証明書の期限が切れている人を含めて，庇護申請者として暮らしている人

が圧倒的に多かった（章末付表参照）。最寄りの難民受付事務所に出向いて庇

護を申請することは，南アフリカに到着したコンゴ人女性が当面の居住先を

確保したあと，最も優先的に行うことである。正規の滞在資格を取得するこ

とで，非正規移民の収容所に送られたり，コンゴへの強制送還の対象となっ

てしまったりすることを避けることができる。難民受付事務所は多くの同胞

に出会う場所でもあり，庇護申請手続きや職に関する情報のみならず，南ア

フリカにいるはずだが連絡先のわからない親族について情報収集ができる重

要な場所でもある23）。

とはいえ，有効期限が数カ月単位と非常に短い庇護申請受理証明書をもつ

女性たちにとって，定期的にプレトリアの難民受付事務所まで出向いて受理

証明書の更新を行うことは，経済的にも精神的にも負担である。受理証明書

は無料で発行されるが，女性たちの住むジョハネスバーグからプレトリアま

で乗り合いバス（kombi）で 1 人当たり往復80ランド（736円）かかる。電車

を使えば 3 分の 1 程度の金額で済むが，乗り合いバスよりも時間がかかり，

治安面での懸念があるため電車の利用は極力避ける女性もいる。子連れで庇

護申請を行った女性は，受理証明書の更新の際に子どもの同伴が求められる

場合もある。プレトリアの難民受付事務所では，曜日ごとに受理証明書や認

定書の交付と更新を受け付ける国が決まっており，コンゴ人に割り当てられ

ているのは月曜と火曜のみである。受付事務所ではたいていの場合に長蛇の

列ができているため，深夜に自宅を出発して午前 3 時には受付事務所の列に

並び，事務所が開くと同時に更新手続きを行うなどの努力をしなければ

（No.20），つぎの週に再びプレトリアまで出向かなければならないことにな

る可能性がある。

23） 筆者がインタビューした女性たちのなかに，南アフリカに来てから，コンゴ東部で生
き別れになっていた夫に再会した女性が 2 人（No.11，19）いた。当初，筆者はこの
事実に驚いたが，おそらくこのことは，南アフリカでコンゴ人が生活している空間が
かぎられていることを示すのではないかと考えている。
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筆者が出会ったコンゴ人女性たちの多くが，将来的に難民として認定され

るため，たとえ時間がかかっても，庇護を申請することを怠らず，正規の滞

在資格を得てそれを維持するために並々ならぬ努力をしていた。しかしなが

ら，受理証明書を入れていた財布やカバンの盗難などの犯罪被害に遭い，更

新期限がわからなくなってしまったり，ジョハネスバーグやプレトリア以外

の難民受付事務所で最初に庇護を申請していたりした場合など，期限内に受

理証明書を更新できなくなってしまった女性もいた（No.23）。さらに女性特

有の理由として，妊娠に伴う体調不良や出産後の回復に時間がかかったため

に，プレトリアまで行くことが物理的に不可能となり， 4 年間，受理証明書

が更新できなかった女性もいた（No.2）。有効期限内に更新ができなかった

場合，再発行の際には罰金24）の支払いが求められるため，体調が回復して

も罰金が払えずに「非正規滞在者」であり続けることを余儀なくされた女性

もいた。

有効な滞在資格をもたなかったり，かつて受理証明書の期限が切れたまま

長いあいだ生活していたというコンゴ人女性に，警察官の尋問を受けたり，

非正規滞在を理由に強制送還されることについて懸念はないのかインタ

ビュー時に聞いたところ，警察官が困惑するような状況を作り出すことで，

トラブルを避けながら暮らす女性たちの知恵が垣間見られた。女性たちはつ

ぎのように語る。

　帝王切開で子どもを産んだ時，病院に 3 カ月も入院しなければならなく

て，書類［受理証明書］を更新できなかったから超過滞在になってしまっ

た。罰金が3000ランドだって言われて，私も夫もそんなお金はもっていな

かった。 4 年間もそんな状態だったの。でも，赤ん坊を背負っているかぎ

24） インタビューで女性たちに聞いたかぎりでは，罰金の金額は年によって異なってい
た。Landau and Amit（2014）は内務省の役人が現場レベルでもつ裁量権の大きさを強
調しており，正規の金額などない可能性もある。2018年の調査時には，罰金額は1000
ランド（9200円）との回答が多かった。
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り，警察は私を捕まえることはないわ。市場に行くときにはいつも赤ん坊

を背負って行った。最初の子どもが生まれた翌年に次の子どもが生まれ

た。 3 番目の子どももすぐに生まれたから，書類がなかったときには，私

にはいつも赤ん坊がいたのよ（No.2）。

　もし私がひとりで歩いていたら，警察に呼び止められる可能性はある

わ。そのときには10ランドとか20ランドとか，ときには100ランドも払わ

ないと解放してもらえない。でも，赤ん坊と一緒にいるときには，警察に

呼び止められることはないのよ（No.23）。

すなわち，女性たちは，乳幼児と一緒に行動しているかぎり，路上で警察

官から尋問を受ける可能性がとても低いことを経験的に知っており，外出す

る際には乳児を背負っていくか幼児を引き連れていくという形で自衛策を講

じているのである。

庇護申請者や難民という滞在資格に起因する問題は，女性たち自身にかか

わるものにかぎられない。近年，ジョハネスバーグで生活するうえでの重要

な関心事となっているのが，子どもの身分証明書の取得である。コンゴ人女

性のなかには，コンゴから子どもと一緒に移動してきた人が多数いるが，そ

の場合，子どもは親と同一の庇護申請ファイルに入れられ，親が難民認定を

受ければ子どもも同時に難民として認定される。以前は，子どもが公立学校

に入学する際には，親の庇護申請受理証明書や難民認定証のコピーを提出す

れば十分であった。しかしながら，数年前から，「出生証明書」（birth certifi-

cate）をもたない難民や庇護申請者の子どもに対して，学校が「子ども自身

の庇護申請受理証明書」や「子ども自身の難民認定証」の提出を求めるよう

になったのである（No.14，25，32）。内務省に同書類を申請したところ，子

ども 1 人当たり500ランド（4600円）の発行手数料を求められた，と述べる

女性もいた（No.24）。また，ある女性は，14歳になる娘が一月前（2018年 7

月）に病気になった折に，娘自身の庇護申請受理証明書がないという理由で
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クリニックでの診察を断られた，と述べた（No.15）。

子どもが南アフリカで生まれた場合，問題はより深刻である。以前なら

ば，子どもが生まれると，居住地の内務省に届け出て，出生証明書を取得す

ることができた。また，子どもを産んだクリニックでは，「クリニック・

カード」が発行され，子どもは無償で公的な医療を受けることができる。現

在でもクリニック・カードは発行されている。しかし近年，親が庇護申請受

理証明書や難民認定証をもっていても，子どもに対して出生証明書が発行さ

れないケースがあることが報道されるようになっている。その結果，子ども

は身分証明書をもたず，公立学校への入学ができなかったり，無国籍状態に

置かれてしまったりするのである（Mabuza 2018; Brotman 2018）。筆者がイン

タビューした女性たちのなかにも，子どものクリニック・カードはもってい

るが，出生証明書は取得できなかったと述べた女性が少なくとも 4 人いた

（No.14，21，30，35）。

さらに近年，内務省は，親が庇護申請者である場合，南アフリカで生まれ

た子どもについても庇護を申請するように通達し始めているとの話も聞いた

（No.2， 3 ）。その結果，南アフリカで生まれ育った子どもたちが庇護申請者

として扱われるという状況が起きている。この背景には，2013年に施行され

た「南アフリカ市民権改正法」（South African Citizenship Amendment Act, No.17 

of 2010）により，南アフリカの市民権や永住権をもたない親の子どもは，成

人（18歳）するまで市民権を申請することができなくなったことが関係して

いると考えられる。市民権改正法はまた，市民権申請の際に出生証明書の提

出を要件としており（Scalabrini 2017），内務省が出生証明書の発行を渋るよ

うになっている今日の状況は25），将来的に移民・難民の子どもが南アフリカ

25） 2018年10月には，内務省が「生死登記法」（Births and Deaths Registration Act, No. 51 
of 1992）の新施行規則案を発表し，外国人の子どもに対する出生証明書の発行を停止
し，代わりに出生確認書（confirmation of birth）のみを発行する，との提案を行った。
同案によれば，外国人の子どもは内務省発行の出生確認書によって，当該大使館にお
いて出生証明書を取得しなければならない。これは国籍国での迫害を逃れて南アフリ
カで暮らす難民や庇護申請者にとっては，非常に問題のある提案である（Centre for 
Child Law et al 2018）。
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市民権を得ることを不可能にするものである。2017年に発表された「南アフ

リカのための国際移住白書」（White Paper on International Migration for South Af-

rica）では，難民による永住権の申請を制限することや，居住の権利と国籍

取得の権利を切り離して，市民権の取得は「例外的に」のみ認められるべき

ものであるとすることが提案された26）（DHA 2017, 42-43）。南アフリカ政府

は，難民を社会的統合の対象としてではなく，一時的な滞在者ととらえる傾

向を前面に押し出すようになっており，民主化後に難民法が制定された当時

のような，難民受入れに対する寛容な姿勢を失いつつある27）。

3-3　生計活動と節約生活

本章で最後に考察するのは，コンゴ人女性たちがいかに生計を成り立たせ

ているのか，という問いである。就労して自活することが求められていると

はいえ，失業率が27％を超える高さを保つ南アフリカで，難民や庇護申請者

がつくことのできる仕事の選択肢は多くはない。経営者にとって，難民や庇

護申請者を雇用する特別なインセンティブがあるわけではなく，むしろアパ

ルトヘイト体制下で生み出された人種間の経済格差を是正するための「黒人

の経済力強化」（Black Economic Empowerment: BEE）政策により，企業には南

アフリカの黒人を優先的に雇用することが求められている（Sato 2013）。た

とえ，看護師などの専門的な資格をコンゴで取得していたとしても，その資格

を生かして南アフリカで働くことは，現実にはほぼ不可能な状況である28）

26） 白書は，国境の近くに庇護申請者審査センター（Asylum Seeker Processing Centres）
を設置し，庇護申請者が難民認定を待つあいだは基本的に同センターに収容し，就学
や就労は認めないという提案も行っている（DHA 2017, 61-62）。この提案は，事実上
のキャンプ政策への転換であるとして，難民支援団体や人権団体のみならず（PMG 
2016; 2017），研究者からも大きな批判を受けている（Crush, Skinner and Stulgaitis 
2017）。

27） 2019年12月末，難民法改正法の新施行規則が発表され，庇護申請者と難民の権利に関
してさまざまな制限が加えられることになった。2020年 1 月 1 日付で施行された同規
則の変更点は多岐にわたるため，稿を改めて論じることにしたい。

28） 筆者がインタビューした女性たちのなかには，コンゴで看護師として働いていた女性
が 4 人いた。そのうち 2 人は南アフリカで看護師として働くため，コンゴの看護学校
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（Segatti 2014）。それゆえ残された道は，南アフリカ人よりも安い賃金を甘ん

じて受け入れて安定性の低い仕事をするか，あるいは自分で商売（ビジネ

ス）をする，ということになる。そして実際には，ジョハネスバーグのヨー

ビル地区でインタビューをしたコンゴ人女性の多くが，商売と日雇いの仕事

の両方を行って生計を立てていた。

最も多くの女性たちが行っていたのが，古着や揚げパンと茶，生鮮野菜，

女性向けの美容商品などを路上で売る露天商を中心とする，インフォーマ

ル・セクターでの零細ビジネスである（35人中20人）。商売の内容には，ヨー

ビル地区の公設市場での食料品販売，ヘアサロンの一画や自宅での髪結い，

洋服の仕立て，週末を中心に定期的に開かれる蚤の市（フリーマーケット）

での洋服の販売などもあった。これらは，そもそも女性たちが南アフリカに

来る前にコンゴでやっていた生計活動と基本的には一緒である。Schoepf and 

Engundu（1991）は，1980年代末のキンシャサにおける女性によるインフォー

マルな商売の多様性と家計への貢献について論じているが，筆者が南アフリ

カで会ったコンゴ人女性のコンゴでの生計活動も同論文と似たような内容で

あった。都市在住，地方在住にかかわらず，移住前のコンゴでは女性たちの

多くが，米，メイズ，キャッサバ，魚，野菜，パンなどの食料品か，あるい

は衣類や靴などの販売をしていた。ある女性は以下のように自慢げに語っ

た。

　私の国では商売をしていたの。だから商売のやり方は熟知している。問

題は資本金。私はビジネスウーマンだけど，ビジネスをするお金がない。

…これは血筋なのよ。母は揚げパンをたくさん売って私たちを育ててくれ

た（No.4）。

 から卒業証明書を取り寄せ，南アフリカ政府の資格認証機関（South African Qualification 
Authority: SAQA）の審査を受けるなどの努力をしていた。しかしながら，看護師とし
て働くための要件となっている南アフリカ看護協会への登録をするために莫大なコス
ト（時間と労力）がかかり，途中であきらめたとのことであった（No.1，30）。
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しかしながら，南アフリカでインフォーマル・ビジネスをすることは，つ

ねに危険と隣り合わせでもある（Crush, Chikanda and Skinner 2015）。女性たち

が「メトロ」と憎しみを込めて呼ぶジョハネスバーグ市警察が，営業権をも

たない露天商の摘発を定期的に行っており，摘発によってすべての商品が没

収されてしまうことがあるからである。女性たちのなかには，売っていた古

着や生鮮野菜が摘発ですべて没収されてしまい，その後，商売を再開するの

に何カ月も要した人や（No.9），露天商をやめてしまった人もいた（No.35）。

他方で，朝 5 ～ 8 時までの早朝や夕方 4 時以降のような「メトロ」が来る可

能性が低い時間帯に限って開店するというような形で，路上で商売を続けた

女性もいた（No.11，32）。さらに先行研究では，警察官により，庇護申請受

理証明書が庇護申請者の目の前で破られるというような事例も報告されてい

る（Palmary, Rauch and Simpson 2003, 113）。

もうひとつ，多くの女性たちが口にした生計活動が家事労働である。白人

世帯での住み込みの家事労働は，歴史的に南アフリカの黒人女性のあいだで

よく行われてきた仕事であり（Cock 1980），今日では雇用主は白人世帯にと

どまらないものとなっている。ただし，雇用形態は週に 1 ～ 3 回程度のパー

トタイムが多く，副業として路上や蚤の市で古着などを販売する女性もい

た。逆に露天商を主たる生計活動としている女性たちのなかにも，洗濯・掃

除・アイロンがけ・子守りのような家事労働の仕事を週に 1 ～ 2 回，日雇い

でやっているケースが多々あった。「何か仕事か商売をしていますか」とい

う筆者の問いに対して，最初は「失業中」（I’m not working）と答えた女性た

ちも，家賃をどのようにして払っているのかなどを詳しく聞いてみると，日

雇いで家事労働の仕事を行っている場合が多かった。彼女たちが「ピース・

ジョブ」（piece job）と呼ぶ洗濯やアイロンがけ，掃除などを行って100～150

ランド（920～1380円）程の日給を受け取る日雇いの仕事は，彼女たちのあい

だでは正式な「仕事」としては認識されていないようだった。

生計活動の内容に関しては，滞在資格が認定難民であるか，あるいは庇護

申請者であるかに違いは存在しなかった。むしろ女性たちの経済状況に差を
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つけていたのは，配偶者の有無である。35人のコンゴ人女性のなかで，死別

や離別によりシングルマザーとなった人は19人と半数以上を占めた29）。収入

源がひとつであるため，配偶者のいる既婚者と比べて，支出を最小限に抑え

る必要性が高い。最も頻繁に行われる節約方法は，一部屋をほかの独身女性

やシングルマザーとシェアして住むことで，住居費を切り詰めることであ

る。ヨービルやその周辺地区の場合，たとえ配偶者がいたとしても，住宅を

家族だけで借りていることは稀であり，複数の家族がひとつの物件（アパー

トや戸建て住宅）に住み，トイレなどを共同で利用しているのが一般的で

あった。それでも，月々の家賃は一部屋で1500～3500ランド（ 1 万3800～ 3

万2200円）する。これは女性たちから聞いた月々の世帯収入の 7 割以上，と

きには月収をはるかに超える額である。シングルマザーたちは，部屋をシェ

アすることで，住居費を一家族当たり1000～2000ランド（9200～ 1 万8400円）

に抑えることができる。タウンシップ（旧黒人都市居住区）に行けばもっと

安い住宅を借りることができるだろうが，タウンシップに住んだことのある

女性は35人中わずか 3 人に過ぎなかった。多くの女性たちが家賃の値上げを

理由に転居を繰り返してきていたが，彼女たちがヨービルとその周辺地区を

出ることは稀であった。それはつぎのような理由による。

　ヨービルで部屋を借りるのはとても高いわ。家賃を払ったら，稼いだお

金はなくなってしまう。ほかの場所ならもっと安く借りられるけれど，ゼ

ノフォビアがあるからほかの場所に住むのは怖いの。ヨービルには外国人

が多いから［安心して暮らせる］。ほかの場所では，外国人に対して暴力

が振るわれる（mal-treating）こともあるから（No.4）。

29） 子どもが全員コンゴにいる女性や，コンゴと南アフリカの両方に子どもがいる女性を
含む。コンゴないし周辺国にいるはずの子どもとは音信不通のケースもあったが，連
絡が取れている場合は，コンゴに住む子どものために不定期だが仕送りをしている女
性もいる。
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また，コンゴ人が集住していることで，英語が流暢でなくても不便を感じ

ずに暮らせると述べた女性もいた（No.8）。ヨービルの公設市場では，ザン

ビア産だという淡水魚の干物やモザンビークから輸入されるキャッサバ粉で

作られるコンゴのモチパン（chikwangue）なども売られており30），故郷を思

い出させるような品を入手することも可能である。

一部屋を他人とシェアする方法で住居費の節約をしていても，零細ビジネ

スやピース・ジョブで得られる収入では家賃すら払うことができず，家賃を

滞納していたり，子どもの学校に支払う毎月の教育費を滞納したりしている

女性が何人もいた31）。教会・モスクや難民支援団体から家賃補助を得たり，

物資の配給を受けたりした場合もあるが，これらの支援はあくまで一時的な

ものであった。コンゴ人が亡くなった際には，葬式や埋葬費用を捻出し，故

人の家族を助けるために，SNSやコンゴ人が牧師を務める教会を通じて募金

の呼びかけが広く行われるとのことであった32）。しかしながら，互助講など

を通じて日常的な生活費を助け合うといった活動は，コンゴ人女性たちのあ

いだでは見られなかった。インタビューでは，毎月，定期的にかかる費用と

して家賃や子どもの教育費について聞き，配偶者も含めて，給料や商売の売

上げでどれほどの収入を得ているのかについてもできる限り細かく聞こうと

努めたが，どうやって家賃を支払っているのかが筆者には最後まで理解でき

なかったケースも多数あった33）。インタビューという調査方法に起因する限

30） 2015年11月のヨービル公設市場での筆者による観察。筆者がインタビューした女性の
1 人も，モチパンを作って公設市場で売っていた（No.18）。

31） 難民認定の有無が女性たちの経済状況を左右する最大の原因ではなかったものの，難
民認定を受けている女性のなかには，毎月の子ども手当を教育費に充てている，と回
答した人（No.16）がおり，難民認定されることで，教育費を滞納せずに済んでいる
女性がいるのは事実である。

32） コンゴ東部出身者のなかには，同郷団体を結成して参加している人が数人いたが，東
部以外の地域出身者にはそのような活動は見られなかった。

33） 家賃や教育費については容易に回答が得られたのに対し，収入に関する質問に対して
は明確な回答をしたがらない人がいることに加えて，ほとんどの女性が月や週という
単位で決まった収入を得ているわけではないため，月々の収入を算出しにくいという
事情もあった。キンシャサでインフォーマルな商売を行う女性に関する先行研究でも，
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界があることは認めなければならないが，同時に述べておきたいのは，ある

女性が述べた「神のご加護により（by grace of god）生きている」（No.21）と

いう言葉に表されるように，女性たち自身も説明することができない状況に

置かれているのかもしれないということである。

おわりに

本章では，都市に住む難民や庇護申請者が，移動の動機において移民と部

分的に重なる側面をもつ存在であり，都市における生活経験という面でも共

通性を多くもつという視点に立ち，南アフリカにおいてコンゴ人女性が庇護

を申請する理由と生活の実態について考察してきた。第 1 節で提示した問題

意識に答える形で，本章の結論として，以下の 4 点について述べる。

第 1 に，コンゴ人女性が南アフリカで庇護を申請する理由は，戦争による

暴力から逃れるためという，アフリカの難民送出国全般にかかわるものに限

られない。1990年代初頭のモブツ政権期に始まる民族迫害やカビラ政権下で

の政治的迫害，そして政治的迫害を理由に南アフリカに先に到達した夫や

ボーイフレンドからの呼び寄せも，コンゴ人女性が南アフリカに移住し，庇

護を求める背景としてきわめて重要である。この点について本章が強調して

きたのは，アパルトヘイト末期に始まるザイール／コンゴから南アフリカへ

の人の移動の歴史とその結果としてのジョハネスバーグ市におけるコンゴ人

コミュニティの存在が，今日，コンゴ人女性がジョハネスバーグへと移動す

る際に，さまざまな情報や移動手段を提供する社会資本として機能している

ということである。女性たちのあいだでの家族統合を目的とする移動と庇護

申請の多さは，親族のネットワークや民族的な社会資本の存在を示してい

 世帯の収入と支出を比べたところ，つねに支出が上回っていたことが報告されている
（Schoepf and Engundu 1991）。
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る。だがその一方で，南アフリカの難民法においては家族統合の権利は明確

には定められておらず，都市難民の保護を考えるうえでの盲点となっている34）。

第 2 に，コンゴ人コミュニティが提供する社会資本は，女性たちが南アフ

リカで生活を始めたり，親族を探したりする際にも重要な役割を果たしてい

る。この点については，ヨービルとその周辺地区にコンゴ人が集住している

という事実を見逃すことはできない。集住することで，外国人排斥のような

行為の被害を受けることを避け，たとえ英語を流暢に話すことができなくて

も生活してゆくことができる。その反面，移民や難民からの住宅需要がある

ためにヨービル地区の家賃は高騰し，女性たちの生計を苦しめている。女性

たちが行っていた生計活動のレパートリーについても，露天商や髪結い，仕

立ての仕事や日雇いの家事労働に集中していて，女性たち自身が互いに商売

上，競合関係にあった。つまりコンゴ人女性のあいだに存在する社会資本

は，毎月の収支を合わせられないような生活をしている多くの女性たちの経

済社会的上昇を導くような形では存在していなかった。

第 3 に，南アフリカの難民法は，難民や庇護申請者が同国で生活していく

うえでの基本的な権利の補償を謳っている。しかしながら，先行研究が指摘

してきたように，法律に定められた権利と，難民や庇護申請者がその権利を

行使することのあいだにはギャップが存在する。しかも近年では，難民の認

定率が低下するのみならず，以前は必要とされなかった「子ども自身の庇護

申請受理証明書」などが求められるようになったり，難民や庇護申請者の親

から生まれた子どもに対して出生証明書の発行を停止するという規則の提案

が行われたりするなど，難民や庇護申請者という滞在資格に伴う脆弱性はま

34） この点に関して，2019年 ₆ 月19日，西ケープ州高等裁判所が，難民と庇護申請者の配
偶者および扶養家族について，一定の文書資料（結婚証明書や出生証明書，これらを
もたない場合には宣誓供述書）の提出を条件に家族統合の権利を認めるよう内務省に
対して裁判所命令を下したことは大きな前進である。この裁判所命令は，2016年に
ケープタウンの難民支援団体が難民と庇護申請者の家族統合の権利を求めて起こした
裁判において下されたものである（Scalabrini 2019）。ただし，本章で述べてきたよう
に，難民受付事務所の役人が裁量権を保持した状態では命令の遵守について懸念が残る。
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すます増加している。南アフリカ政府は，難民を一時的な滞在者としてとら

える傾向を前面に押し出すようになっており，社会的統合については著しい

後退が見られるのである。こういった政策の動向や，しばしば起こる外国人

を標的とする暴力的な排斥行為，そして家賃を払うための日々の苦労から，

コンゴ人女性たちはジョハネスバーグでの生活に将来性を見出すことが難し

くなっている。

　カナダに行く機会があったら，神様がドアを開いてくれたら，カナダに

行くわ。…ジョハネスバーグにいるのはほかに行くところがないからよ。

［筆者：カナダに知り合いがいるんですか？］…いないけれど，あの国は

きっといいところだと信じてる（No.2）。

　ジョハネスバーグに住み続けたくなんかないわ。コンゴ以外の国ならど

こでもいいから行きたい。…今コンゴに帰る必要はないの。ニュースでみ

んなが大変な目に遭っているのを見ているんだもの。交通費さえあれば，

モザンビークやジンバブウェ，マラウィにある難民キャンプに行ってもい

いわ。だって，キャンプに行けば住宅はタダだし，食料ももらえるでしょ

（No.9）。

北米やヨーロッパへの移住を夢見る女性は多いが，それが実現する見込み

は小さい。他方で，コンゴへの帰国については，カビラ政権による迫害が続

いていることを理由に「いつかは帰りたいが，今はまだ」という意識をもつ

女性たちが多かった。また，たとえ紛争や迫害がなくなったとしても，家族

全員の交通費をどう捻出するかという経済的問題，土産なしでは帰れないと

いう恥の意識，帰国後の生計手段に関する不安，そして南アフリカで子ども

が英語で教育を受けていることなどを理由に，コンゴへの帰国を近い将来の

現実的な選択肢として考えている女性は皆無であった35）。

それゆえ南アフリカへの社会的統合は，コンゴ人女性たちにとって喫緊の



第 4章　南アフリカにおけるコンゴ人女性による庇護申請と生活経験　211

課題である。そして女性たちは，非常にストレスの多いジョハネスバーグで

の生活で，トラブルを避けるために自分たちなりの経験にもとづく知恵を絞

り，コンゴで行っていた生計活動を南アフリカでも行うことによって，精一

杯暮らしている，というのが本章の結論の最後の点である。ジョハネスバー

グで外国人が集住する地区に住むことは，同胞のネットワークや社会資本に

頼ることのみならず，目立たないように隠れて暮らすことも可能にする。

ヨービルのような移民集住地区は，ジョハネスバーグではある意味，異質な

空間となっている。しかし自分自身も移民・難民であるならば，その空間に

いれば目立つことはない。路上で警察に呼び止められることを避けるために

乳児を背負って出かけることや，路上での商売を早朝と夕方以降に限るこ

と，夜が明ける前から難民受付事務所の列に並んで庇護申請受理証明書の更

新を受けるといったようなことは，非常に小さな工夫に見えるかもしれな

い。だが，目立たないように小さな工夫や努力を重ねて暮らしていくこと

は，コンゴ人女性たちが南アフリカの大都市に事実上，統合され，都市社会

の一部となるために必要な，とても重要なことなのである。
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し始めたという声は聞かれなかった（2019年 3 月と 5 月に実施したジョハネスバーグ
での聞き取り調査より）。
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兄

3，
い

と
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（
出

所
） 

筆
者

に
よ

る
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
調

査
（

2₀
1₈

年
1～

2月
，

₈～
₉月

，
11

月
に

実
施

）。
（

注
）1

） 
「

→
」

は
南

ア
フ

リ
カ

に
移

住
す

る
前

の
コ

ン
ゴ

国
内

で
の

移
動

を
示

す
。

　
　

2）
 

民
族

集
団

に
つ

い
て

は
，

2₀
1₈

年
1～

2月
に

実
施

し
た

調
査

で
は

質
問

項
目

に
入

っ
て

い
な

か
っ

た
た

め
，

話
の

流
れ

で
民

族
名

を
確

認
し

た
人

以
外

は
不

明
と

な
っ

て
い

る
。

　
　

3）
 

コ
ン

ゴ
の

み
に

子
ど

も
が

い
る

女
性

も
シ

ン
グ

ル
マ

ザ
ー

と
な

っ
て

い
る

。
　

　
4）

 
便

宜
的

に
英

語
の

si
st

er
は

姉
，

br
ot

he
rは

兄
と

訳
し

た
。

い
と

こ
に

関
し

て
は

数
に

つ
い

て
明

確
な

答
え

が
得

ら
れ

な
か

っ
た

場
合

が
多

く
，

数
は

示
し

て
い

な
い

。
　

　
5）

 
未

婚
だ

が
，

南
ア

フ
リ

カ
国

内
に

住
む

コ
ン

ゴ
人

ボ
ー

イ
フ

レ
ン

ド
が

子
の

父
親

で
あ

り
，

生
計

を
支

援
し

て
い

て
事

実
婚

に
近

い
た

め
シ

ン
グ

ル
マ

ザ
ー

に
は

カ
ウ

ン
ト

し
な

か
っ

た
。




